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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定に基づき、

平成２８年５月１９日に、出雲市長から平成２６年度財政援助団体等監査に対

する改善措置の通知がありましたので、同条項の規定により、別紙のとおり公

表します。 

 

 

平成２８年（２０１６） ６月 １５日 

 

 

出雲市監査委員 周 藤   滋 

出雲市監査委員 吾 郷 紘 一 

出雲市監査委員 多々納 剛 人 
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平成２８年(2016)５月１９日 

 

出雲市監査委員 様 

 

出雲市長 長 岡 秀 人 

 

 

平成２６年度財政援助団体等監査に係る改善措置について（通知） 

 

 

平成２７年（2015）３月３１日付け監査第１４２号で通知のあった監査結果

に基づいて講じた改善措置について、地方自治法第１９９条第１２項の規定に

基づき通知します。 

 

 



平成２６年度財政援助団体等監査に対する改善措置の状況

通し
番号

監査
実施
年度

監査通知
年月日

監査文書番号 監査種別 監査対象 監査結果 措置の状況 回答担当部 担当課

1 26 H27.3.31 監査第142号
財政援助
団体等監
査

特定非営利活動法
人ビジネスサポート
ひかわ、産業観光
部産業振興課

〔特定非営利活動法人ビジネスサポートひかわへの要望〕
１　指定管理業務に係る収支実績報告書について
　この報告書の【収入の部】には、島根県からの補助金収入や指定管理者が収受できないと思われる
受講料収入が、また【支出の部】には、島根県からの補助事業に係る支出があわせて報告されてい
た。指定管理業務に係る収支実績報告書は、市からの指定管理料を的確に判断するための重要な資
料であるので、この収支報告では、指定管理業務に係る収支のみを抽出した内容を報告することとさ
れたい。

　指定管理業務に係る収支のみにより報告書を作成しています。 経済環境部 産業振興課

2 26 H27.3.31 監査第142号
財政援助
団体等監
査

特定非営利活動法
人ビジネスサポート
ひかわ、産業観光
部産業振興課

〔特定非営利活動法人ビジネスサポートひかわへの要望〕
２　『公の施設』の利用について
　『出雲市斐川企業化支援センターの設置及び管理に関する条例』第19条で、指定管理者の業務の
範囲が規定されており、「支援センターの利用の承認に関する業務」も指定管理者の重要な業務の一
つである。しかし、提出された利用承認申請書等から申請期間外に利用承認申請書を受理し利用承
認した事例や、条例で定められた利用料金計算によらない利用料金を収受した事例などが見受けら
れた。
　加えて、研修室等の施設利用率は非常に低く、平成25年度は1割にも満たない状況であった。利用
率が低い理由は、この施設は「市内における地場企業等の成長支援を図り、産業振興に資するため
に設置された施設であるため、市の公共施設の中でも不特定多数の市民が利用する施設ではなく、お
のずから施設の利用者は限定される。」とのことであったが、「斐川企業化支援センター」は、地方自治
法第244条第1項に規定する『公の施設』（住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供する施
設）である。このことは、「企業化支援」を主な目的とする施設であっても、政治や宗教活動、公序良俗
違反等の場合を除き、不特定多数の住民の利用を拒むものではなく（同条第2項）、不当な差別的取
扱いをしてもならない（同条第3項）施設、つまり、公共性と公平性が常に担保されることが重要な施設
であることを念頭に置き、条例や施行規則に沿った利用申請期間や利用料金を徴収することは基よ
り、様々な施設利用促進策を模索され利用率の向上に努められたい。

　企業に限らず、広く市内の各種団体や市民グループにも利用してもらえる
よう広報に努め、利用率向上を図っています。

経済環境部 産業振興課

3 26 H27.3.31 監査第142号
財政援助
団体等監
査

特定非営利活動法
人ビジネスサポート
ひかわ、産業観光
部産業振興課

〔産業振興課への要望〕
２　支援事業費の過不足判定について
　指定管理者は、人件費について、市の指定管理業務（施設管理・受託事業）が大半であるため、自
主事業を含むNPO法人の本来業務に関する人件費は計上していないとのことであるが、市の「受託事
業」として報告した「在職者向け能力開発セミナー」は、「自主事業」であり、この報告が誤りであったと
も回答している。「自主事業」と「受託事業」の別や、人件費の振替方法によっては、指定管理料のう
ち、受託事業の精算額が変更となると思われる。このような精算額の変更は、指定管理料の算定に影
響すると思われるので、担当課としては、指定管理者とよく協議し、明確にされたい。

　指定管理業務に係る人件費の積算方法を指定管理者と協議し、業務遂
行に係る人件費の適切な算出に努めています。

経済環境部 産業振興課
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